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 高浜３・４号炉は免震機能をもつ緊急時対策所（免震重要棟）なしで再稼働しようとしていま

すが、この問題は大きな注目点になっています。 

 先日 10月 13 日に開かれた原子力環境安全管理協議会（安管協）においても、委員から質問が

出されました。緊急時対策所はいつ完成するのかとの質問に対し、関西電力は思い出そうとする

ポーズをとったあげく、完成時期については「ちょっとすみません、記録がありませんで」と、

何も答えませんでした。規制庁の小山田・総括調整官は、「完成には５年の猶予が認められていま

す」等と答えましたが、これは主にテロに対する特定重大事故等対処施設（特定安全施設）のこ

とで、完全に間違った説明になっています（貴委員会、今年７月 22日資料 No.1,p.8 参照）。 

 この関電の姿勢と規制庁の説明内容は、出席された各自治体の首長や議会議長、県議会議員及

び各分野の団体代表に対して失礼なばかりか、すべての県民・市民に対して余りにも無責任なも

のではないでしょうか。 

 私たちは、10月２日付貴委員会への要請書でこの問題も取り上げましたが、問題の重要性に鑑

みて、改めて緊急時対策所の特に免震問題に焦点を当てて要請いたします。免震機能をもつ緊急

時対策所が完成しない限り、貴委員会としてけっして高浜３・４号炉の再稼働に同意されること

のないよう、要請いたします。 
 
 

 

 現在、高浜３・４号炉用の緊急時対策所は、高浜１・２号炉の補助建屋内（１・２号炉中央制

御室の下の階）に設置されています。この場所の選定は、１・２号炉を稼働させないことが前提

となっていましたが、今年３月 17日付で関電は、１・２号炉を稼働させる方針に従い、緊急時対

策所は別の場所に移す計画であるという申請書を規制委員会に提出し、４月２日からその審査が

始まっています。この１～４号炉用の別の場所の対策所は、2018 年３月完成予定の下記の対策所

と基本的に同じものであると考えられます。 

 緊急時対策所は、当初は新たに建設する免震事務棟（地上８階、地下１階）の中に置かれる予

定で、2013 年６月に工事着工し、今年度上半期（９月まで）に完成する予定でした（資料１）。

当初の免震事務棟は文字通り免震機能をもち、免震周期帯４秒付近で基準地震動の１.５倍の地震

動に耐えられるように設計されていました（資料２）。 

ところが、基準地震動の評価が 2014 年５月に変わったこと（550 ガルから 700 ガルに変更）な

どを理由として、当初の免震事務棟を緊急時対策所と免震事務棟に分ける計画となりました（資

料３）。そのうち免震事務棟は自主的計画であるため、規制委員会の審査にはかけられないこと 
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になっています。また、重大事故時に重要なのは緊急時対策所の方で、ここが指揮所となるので

すが、これには耐震性はもたせるものの、免震機能をもたせる予定はありません。これらは 2018

年３月末に完成予定となっています（資料４）。 

 このように緊急時対策所は、当面１・２号炉の補助建屋内に設置され、その後に別の場所で１

～４号炉用として設置される予定（2018 年３月末完成予定）なのですが、現行も予定も免震機能

はもたないものです。 

 ３・４号炉の緊急時対策所は、同炉の中央制御室と共倒れにならないことが条件ですが（資料

５．設置許可基準規則・解釈、第６１条１b））、もし基準地震動によって中央制御室が機能を失う

ようなことになれば、地震動について同じ条件である緊急時対策所も機能を失うことが避けられ

ないのではないでしょうか。やはり、基準地震動を上回る地震動に耐えられ、内部の重要機器や

設備も損傷しないような免震構造にすることが不可欠です。 
 

 

 

緊急時対策所は、事故時の司令塔となるため、基準地震動を上回る地震動にも耐えられるよう

な免震構造にすることが、以下の理由から不可欠です。 

① 福島第一原発事故では、免震構造をもつ司令塔が機能したおかげで、事故があれ以上拡大しな

かったことは衆知の事実です。この機能は柏崎刈羽原発での 2007 年中越沖地震時の教訓に基

づいて設定されたものです。事故直後に当時の東電社長が「あれがなかったらと思うとぞっと

する」と国会で述べた施設です（東洋経済 2015.4.12）。新規制基準の作成過程でも、2012 年

11 月 27 日の「発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる規制基準に関する検討チーム」

（以下、地震・津波検討チーム）において、和田章東工大名誉教授が「少なくとも福島第一で

はコントロールする建物が免震になったおかげで、近くでやることができたんですけど、中越

沖地震のときには前回見ましたが、扉が開かなくなったり、梁が切れたりして一般の建物と同

じでだめだったわけですけど」と述べています（議事録 29頁）。 
 

② 緊急時対策所の免震機能は法的にも要求されています（資料５）。「基準地震動による地震力に

対し、免震機能等により、緊急時対策所の機能を喪失しないようにする」と規定されています

（設置許可基準規則解釈第６１条１(a)、技術基準規則解釈７６条も同じ）。ここで、「免震機

能等により」は耐震性と区別する意味をもち、その目的は「緊急時対策所の機能を喪失しない」

ことにあるとされています。耐震性では、建物が地面の揺れをまともに受けて激しく揺れるた

め、建物は耐えられても、中にある重要な機器・設備が損傷する恐れが生じます。免震では、

地面の揺れが建物に伝わること自体を抑えるため、そのような損傷は免れることになります。

緊急時対策所では、まさに制御や通信連絡に関わる重要な機器・設備があるため、免震は不可

欠な機能です。 
 

③ 2015 年３月 18 日の田中委員長記者会見において、山形安全規制管理官（PWR 担当）が、「「免

震重要棟」というのは法律上の用語ではなくて、一部の方は誤解されているのですけれども、

免震であろうと耐震であろうと何でもいいから地震にもちなさいということです」と述べてい

ますが、これは自ら法規を無視するものではないでしょうか。 
 

④ 上記の「基準地震動による地震力に対し」は、当初は「基準地震動を超える地震下でも」とさ

れていました（発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チーム、2013 年１月 21 日参考

資料３、48 頁）。それが、同年１月 31 日の同検討チーム資料２で現行のような表現に変わっ

緊急時対策所は免震構造にすることが不可欠 
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たものです。しかし、この問題については、地震・津波検討チームの 2013 年１月 22日の会合

で、「将来的に消えるかもしれませんけれども、やはり当委員会としては、基準地震動を考え

て、それを超えることもちゃんと考えたのだとうことを残したいので」という議論が行われて

います（議事録 60頁、高松直丘・耐震安全部次長）。 
 

⑤ 基準地震動を超える地震動があり得ることについては、「残余のリスク」としても認められて

います。また、地震動評価における不確かさの重なりや経験式のばらつきなどを考慮すれば、

基準地震動を超える地震動は十分あり得るものです。 
 

⑥ それゆえ、基準地震動を超える地震動によって中央制御室が機能を失った場合でも、緊急時対

策所が機能を失わないことを保証するためには、免震機能をもたせて基準地震動を超える地震

動に耐えられるようにする必要があります。関電は「地上１階建てであれば十分設計できると

いう観点で、この機能を耐震建屋として外に出した」と説明していますが（貴委員会、今年５

月７日議事概要 p.10）、中央制御室と明確に区別された耐震性がどのように保証されているの

かが明らかではありません。 
 

⑦ 現に、上記のように、当初の免震事務棟の設計では、免震周期帯である４秒付近で、基準地震

動の１.５倍に耐えられる免震構造が設定されていたのです。つまり、基準地震動を超える地

震がくることを想定して、たとえ中央制御室が機能を失っても、耐えられるよう免震構造の設

計をしていたはずです。この考えは指令所となる緊急時対策所にこそ適用すべきではないでし

ょうか。 
 

⑧ １・２号炉を稼働させる場合は、３・４号炉用緊急時対策所を１・２号炉の補助建屋から別の

場所に移すことになっていますが、緊急時対策所が免震構造になっていなければ、サイト内の

どこに移しても同じことで、基準地震動を超える地震がくれば中央制御室と共倒れになること

は避けられません。 

 

 

 

 高浜３・４号炉が再稼働するためには、免震構造をもつ緊急時対策所が完成していなければな

りません。このことは福島事故の教訓に照らして当然であるし、また、法的にも、「基準地震動に

よる地震力に対し、免震機能等により、緊急時対策所の機能を喪失しないようにする」ことが要

求されています。現に、当初関電は免震周期帯４秒付近で基準地震動の１.５倍に耐える免震機能

をもつ免震事務棟に、緊急時対策所を置くことにしていました。 

 ところが、現在予定されている１・２号炉の補助建屋は免震構造をもたないし、2018 年３月末

に完成予定とされている緊急時対策所も免震の条件を満たしません。ちなみに九州電力の玄海原

発では、耐震性をもつ緊急時対策所を約 20億円かけて 2013 年 11 月に完成させましたが、さらに

本格的な免震構造をもつ別の建物を 2015 年度中につくり、そこに緊急時対策所を移すことになっ

ています。これらは自主対策ではなく規制委員会の審査を受けています。 

 高浜３・４号炉では、現在再稼働が許される条件を満たす緊急時対策所は存在していません。

また、存在する見込みもありません。それゆえ、高浜３・４号炉の再稼働が許されないことは明

らかです。 

 このような内容について、ぜひ真摯にご検討いただき、再稼働に同意されることがないよう、

重ねて要請いたします。 

高浜３・４号の再稼働は許されない 
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資料１ 

福井県原子力安全専門委員会 2014.11.20 資料 No.1 

資料２ 

福井県原子力安全専門委員会 2014.1.28 資料 No.1、p.27 図に加筆 
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福井県原子力安全専門委員会 2015.7.22 資料 No.1 

福井県原子力安全専門委員会 2015.7.22 資料 No.1 

資料４ 

資料３ 
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■設置許可基準規則 

第二章 設計基準事象 

第３４条（緊急時対策所） 工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊そ

の他の異常が発生した場合に適切な措置をとるため、緊急時対策所を原子炉制御室以外の

場所に設けなければならない。 
 

第三章 重大事故等対処施設 

第６１条 （緊急時対策所） 第三十四条の規定により設置される緊急時対策所は、重大事

故等が発生した場合においても当該重大事故等に対処するための適切な措置が講じられ

るよう、次に掲げるものでなければならない。  

一  重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまることができるよう、適

切な措置を講じたものであること。  

二  重大事故等に対処するために必要な指示ができるよう、重大事故等に対処するために

必要な情報を把握できる設備を設けたものであること。  

三 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な設備を設けること。 
２ 緊急時対策所には、重大事故等に対処するために必要な数の要員を収容することがで

きる措置を講じなければならない。 

 

■設置許可基準規則・解釈 

第６１条（緊急時対策所）  

１  第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げる措置又はこれらと

同等以上の効果を有する措置を行うための設備を備えたものをいう。  

ａ）基準地震動による地震力に対し、免震機能等により、緊急時対策所の機能を喪失しな

いようにするとともに、基準津波の影響を受けないこと。  

ｂ）緊急時対策所と原子炉制御室は共通要因により同時に機能喪失しないこと。  

ｃ）緊急時対策所は、代替交流電源からの給電を可能とすること。また、当該代替電源を

含めて緊急時対策所の電源は、多重性又は多様性を有すること。 

ｄ）緊急時対策所の居住性が確保されるように、適切な遮蔽設計及び換気設計を行うこと。 
ｅ）緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであること。 
① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故と同等

とすること。 
② 以下略。 

資料５ 

技術基準規則 

設置許可基準規則３４条及び６１条と同内容の規定が、それぞれ第４６条及び第７６条

として存在している。 


